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調査・研究について 

（１）多様な世代への調査の実施 

 人口減少対策に関係するアンケート調査はこれまでも行われてきた。今後は、さらに対象者を広げ、

これからの世代を担っていく若者世代に対して調査を行なっていく必要があると考える。例えば、中高

生や、市外で生活している学生や社会人などを対象とし、どのような上越市であれば帰ってきたい、暮

らしたいと思えるのかを調査する。 

 

（２）上越市特有の人口減少問題の明確化 

 人口減少は、上越市だけではなく全国的な問題である。その中で上越市としての施策を実行していく

ためには、上越市特有の問題を明らかにする必要があると考える。例えば、結婚・出産に関する年齢や

多子世帯の構成などの情報をさらに分析し、全国と比較して、上越市だから取り組まなくてはいけない

ことや上越市だからこそできることを提案していく。 

 

 

出産・子育てについて 

（１）子育てに関わる支援や見通しの見える化 

 身の回りにはたくさんの情報が溢れている一方で、必要な情報にたどり着きにくいという問題もある。

また、初めての出産や子育てはわからないことが多く、不安を感じる人も多い。 

 上越市は出産や子育てに関して、すでに様々な取り組みを行っている。そのような手厚い支援をもっ

とわかりやすく市民に伝え、不安を軽減することが必要だと考える。また、長い子育てに見通しが持て

るように、保護者と子どもが上越市でどのように育っていけるのかをわかりやすく伝えることが大切で

ある。 

 

（２）子育て世代への経済的支援 

 子どもをもつ際に不安なことの一つに、経済的理由が挙げられる。その解消のためには、今後も引き

続き経済的な支援策が必要だと考える。 

 

（３）不妊治療への支援 

 子どもをもちたいと思っていても難しい状況にある人達に対し、不妊治療に取り組む際の支援や補助

を行う。 

 



移住定住・UIJターンについて 

（１）「上越が好き」と思える教育や上越を知る機会の提供 

 若者世代が一度上越を離れるということは、避け難い状況となっている。一度上越を出た人達を、ま

た上越に帰ってきたいと思えるようにすることが大切だと考える。 

 そのためには、学校教育において郷土愛を育む学びが必要である。また、上越を離れている人達に対

して、上越の今を知ってもらったり、上越の歴史や魅力を改めて知る機会をつくったりすることで、上

越への想いを持ち続けもらうことが Uターンに繋がると考える。 

 

（２）多様な働き方や働く場の創出 

 コロナの影響もあり、首都圏ではなく地方でも仕事が成り立つと考える人や、地方で暮すことを改め

て考える人が増えてきている。完全な移住ではなくても、２拠点生活やテレワークなどの様々な働き方

が上越でもできることを明らかにし、希望する人を誘致する。 

 

（３）移住定住等に関する情報発信 

 新潟県や県内他市が、首都圏で暮らす若者や、移住等を希望する人たちへの情報発信を積極的に行っ

ている。上越市ももっと力を入れて取り組んでいくべきだと考える。 

 



















令和 2年 9月吉日 

 

人口減少対策特別委員会委員長様 

 

人口減少対策特別委員会委員 丸山章 

 

人口減少対策における提案書 

  

 このことについて、人口減少を食い止める対策 4本柱の政策、施策について、下

記のとおり提案します。 

 

記 

 

Ⅰ.少子化対策 

少子化対策に密接に関係する 

「入口部分」の施策にスポット 
 

縁結びボランティアセンター設置 
 ■縁結びボランティアセンターの位置付け 

・世話好きの方々、善意の方々から縁結びの協力を願うと同時に、活躍の場を 

確保する。 

･企業、団体等の協力を得る。 

・アドバイザー制度の導入。 

・有償ボランティア ＜登録制とする。＞  

      【処遇】 ・通常の費用弁償等なし 

            ・成婚報酬 50,000円程度／1組成立 

(成婚:上越市に最低 3年間住所登録することを前提 

とする。) 

■縁結びボランティアセンターへの未婚男女の登録について 

・市内外者を問わず、登録する。しないに関わらず、全ての国民を対象者とす

る。 

 

※平成 30 年(株)共同通信社が行った調査によると、全都道府県が婚活支援事業を

実施し、市区町村単位でも半数超が取組んでいるとの結果が出たとのこと。各自

治体で婚活支援の取組が拡大していることが明らかになっている。 

※最近は、少し前と比べても、いわゆる婚活に熱心な人が増え、お見合いのような

正式な場所だけではなく、アクティブに婚活に馳せ参じる人もどんどん増えてき

ている。 

 



Ⅱ.観光振興対策 

 

 
「日本桜庭園 上越」 構想 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

高田平野は、関川とその支流からなる複合扇状地となっている。この地形や山(妙

高連峰、関田山脈、名峰「米山」)、海など、自然が創り出してくれた特徴ある素

晴らしいロケーションを当市の木「桜」という観光資源により際立たせる。そのう

え、春日山城跡、雁木の街並み、寺院群などの豊富な観光資源を複合的に絡み合わ

せ、それぞれの持ち味を高めて行く。そして、10 年～20 年後を見つめながら当市

そのものを桜庭園化し、 世界に誇れる「黄金の都市」づくりをめざす。 

市民の手づくりによる観光資源の創出は、究極のまちづくり、地域づくりにつな

がるもので、まちづくりの原点である。日本・世界でこうした試みはないと思われ

るので特徴づけられ、その波及効果は大変大きく、話題性、注目度も加速すると考

える。  

 

＜「日本桜庭園 上越」の姿 ＞  

・高田公園の桜(ソメイヨシノ)に特化して、挿し木、接ぎ木、種により苗木を増や

す。それを各戸(世帯)、事業所、団体等が低額(1本 500円程度)で購入し大切に

育てていただく。植える場所がない場合は、鉢植えで参加していただく。 

・各区で協議のうえ、植栽可能地に桜を植えていただく。 

・植栽面積、本数ともに、日本・世界に類を見ない規模に！！ まず 10万本目標 

・並行して、他の観光資源の魅力を向上させ、ストーリーを仕立てていく。 

・観光の軸となる「しっかりした幹」に、しなやかな枝(様々な観光資源)を配し 

話題性、関心度、注目度抜群の観光都市をめざす。 

 

 

 

-＝コンセプト＝ 

 ①市民の手づくりによる観光の核 (土台)となる「日本桜庭園 上越」をつくり 

新たな観光資源を世界に通用するレベルまで磨き上げる。 

②魅力を高め、県内外及びインバウンド(外国人) 客等を呼び込み、市内経済の 

活性化並びに移住定住者等の増加をめざす。 



＜ 期待される効果 ＞     

・「日本桜庭園 上越」の呼称が計画等に反映され、市民の認識が深まり意識統一が 

図られる。 

・市民の方々の更なる自信と向上心の高まり。   

・愛着や誇りを抱ける地域づくり                 

・当市の知名度、ポテンシャルが向上。       

・外国人客の誘客やリピーター増につながる。 

・他の観光資源や移住定住者対策、市内経済等への波及効果が望める 

・多種多様なジャンルでのブランドづくりにつながることが期待できる 

・上越市のネームバリューを高めることにより、上越市の認知度が上がり、各部署 

の様々な施策で効果が期待できるほか、 
 

＜管理＞ 

 ・市民、各区(地域)、事業所、団体等が行う。 

 ・病気・土壌調査、苗の育て方(方法)等の協力機関を立ち上げる。 

 

＜将来的に＞ 

 ・40年から 50年後、世界遺産登録を見据える。 

  ＜世界遺産を証明する 10項目の登録基準＞ 

誰が見ても同じように素晴らしいと感じる価値である「顕著な普遍的価値」を有してい

る世界遺産、これを証明するものとして「10項目の登録基準」が定められている。世界遺

産に登録されるには、最低でもこの基準の 1つ以上にあてはまることが条件となる。 

登録基準①:「人間がつくった傑作」 

 人間がつくり上げた素晴らしい傑作である遺産に認められる。 

登録基準②:「自然の景観美」 

 美しい自然景観や独特な自然現象が見られる遺産に認められる。 

 

＜その他＞ 

 ・管理費用ついて、市の負担金並びに市民、企業等より寄附を募る。 

 

＜参考例 ＞ 

【吉野山の桜 維持管理等の費用】 (奈良県吉野郡吉野町吉野山) 

・令和 2.8.19 公益財団法人 吉野山保勝会(0746-32-1007)前田氏に電話で聞き 

取り調査したもの。 

 

○吉野山の桜植栽面積:50ha 

○シロヤマザクラを中心に約 3万本 

○消毒作業はほとんど行っていない 



○日常管理は 3人にお願いし、斜面の下草狩りや苗を育てている。 

○事務員 1名 

○維持管理費:日常管理賃金で 1,000万円程度、管理資材・事務賃金等 500円程度 

       総額 1,500万円程度。  

・地元の企業、団体、住民の寄附で賄っている。 

○桜の調査費用:病気・土壌調査、苗の育て方(方法)等に係る費用は 500万円程度。 

・町が負担。 

○維持管理等、全て吉野山保勝会で行っている。 

 

 

Ⅲ.移住定住対策 

     「奨学金返還制度」の創設 

 高等教育(大学等)修了者が当市へ居住した場合、居住者の通算居住年数によって、 

奨学金返還分を再度本人に返還し、定住を促進させる制度とする。その際の返還比 

率を 10年経過で 3割、20年経過で 5割、30年経過で全額免除とする。 

制度の基本的考え方 

現行の奨学金取扱（例、大学 4年の場合） 

 
■奨学金貸付上限額 入学時(入学準備金)           100,000円 

 

  
月額 40千円×12月×4年(大学)＝  1,920,000円 

 

  
合  計                       2,020,000円 

 

 
■奨学金返還額 2,020,000÷(12月×12年) 14,000円／月    

 

  
 

奨学金返還制度 
            

  ■奨学金を返還した後に、通算居住年数に応じ奨学金を再返還する。 

  
■奨学金借入者の通算居住年数ごとの返還額(通算居住対象期間は 60歳までと 

する) 

  

 

返還支給率 3 割 5 割 全額 合計額 
 

  

  10年経過後 202,000 円 ― ― 
1,212,000

円 

 
  

  20年経過後 ― 337,000 円 ― 
 

  

  30年経過後 ― ― 673,000 円 
 

  

  ○返還算定根拠･････2,020,000÷(12月×30年)＝ 5,611円／月 
 

  

          5,611円／月×12月×10年分×（3割・5割・全額） 

  ○返還合計額(通算 30年居住した場合)      1,212千円(公費負担率 60％)   

  ○本人負担額(通算 30年居住した場合)        808千円(本人負担率 40％)   

 ※本人の届出(申請)によるものとする。  

 

〔期待される効果〕 

 ・他市、他県からの移住・定住のきっかけにつながる。 

・まちづくり、地域づくりの貴重な戦力となり、にぎわいづくりにもつながる。 



・結婚等により人口減少を極力抑えることで、市の財政、福祉、教育関係等、 

様々な分野への相乗効果が見込める。 

・近くに子供がいることで、高齢世帯の精神的安定や日常生活の安心感につな 

がる。 

・企業への人的貢献。 

・当市の経済規模の縮小を極力抑えることにつながる。 

 

※ 今後、奨学金返還対象者を市外・県外者に範囲を広げ、若年層の移住・定住へ 

と導いて行く。 

 

 

Ⅳ.企業誘致対策 

 

「企業誘致プロジェクトチーム」編成 
〔要旨〕 

若年層等が都会から故郷(上越市)に帰りたいと思っても家族の生活や子供の教

育費など、将来のことを考えると二の足を踏むことが統計資料から明らかになって

いることから、こうした状況を改善して行かなければならない。 

 

【成功への処方箋】 

○市長又は副市長(市長から特命を受けている場合に限る)の直轄とする。 

○円滑な企業誘致に結び付けて行くため、関連部署が一体かつ横断的に対応でき 

る全庁的なプロジェクトチームを編成する。 

○先を見据えた企業誘致、「企業の国内・世界戦略」、「経済の流れ」等、アンテ

ナを張りつつ企業動向を捉えながら、新たな分野の企業誘致を積極的に推進し

なければならない。 

○産業団地がまだ沢山残っているから何もしないとした目先だけを見つめての

企業誘致では進展しない。また、ＩＴ業界等では、リモートワーク等の導入に

伴い入居オフィスが整っているかがポイントになるなど、その時々の時代によ

り企業が求める産業団地としての広さ、形、立地位置をはじめ、必要とする建

物等を入念に調査し対策を考えることが大切である。また、若年層等の雇用の

促進が図られるような企業誘致に結び付けることが大切である。それには、長

期ビジョンを策定し、戦術・作戦・戦略を練り上げることが必須である。 

 

 



令和 2 年 8 月 31 日 

 

人口減少問題特別委員会設置に伴い本山正人のレポート 

 

全国的に深刻化が増す人口減少問題、一言で対策は難しい、なぜなら、いろんな要因が重

なり合って、複雑である。大きく分けるとしたら、二つに分類される。 

 自然減 

 社会減 

昭和 50 年代から平成初期までは、社会減について自然増により人口規模が概ね維持されて

きたものの、平成 17 年度以降は、出生より死亡が上回る自然減少と転入より転出が上回る

社会現象が同時に生じており人口減少が続いている。 

 

今後の上越市の人口推計を見れば、10 年後は 173,000 人、20 年後は 155,000 人となること

が想定される。よって、国全体が本格的な人口減少を迎える現状からは、社会増による人

口増は現実的に困難であると考えざるを得ない。また、少子化の傾向に歯止めがかからず、

このまま人口減少が続くと税収入の減少、行政サービスや社会保障制度の維持インフラの

維持などが困難になり、市民生活に大きな影響を及ぼす。以上のことを踏まえ、対策の一

環として掲げる。 

１、少子化対策 結婚しやすい環境整備。子供を産みやすく育てやすい環境。（教育） 

２、インフラ整備 中山間部をつなぐ道路整備（上沼道） 

３、若い人を呼び込む環境整備。（地域の魅力を生かした呼び込みの発信プロジェクト） 

４、農林業の多様化（棚田ブランド化）（針葉樹林を広葉樹林に転化） 

５、自然エネルギーの活用と充実。（産業） 







【人口減少特別委員会に期待するもの】 

人口減少の要因は子育て支援策に単純に予算を付ければ解決をするもので

ないと思う。（平成 19年から徐々に子育て支援策に予算はつけてきたが、人口減少は止

まらない） 

それ以上に上越市の『社会減』は、例年 4月になると 500人から 600人マ

イナス。 

後の月は自然増減と社会増減をたすと常にマイナス。毎年平均で 1500人以

上減少していく、その要因はなんであるのか。地方の自治体には単純に、少

子高齢化だけでは片づけれない問題がそこにある。 

2040年 20年後 896市町村が消滅する。これは自治体が消えてなくなる事で

なく、現在の機能を維持できなるとの事であり、財政破綻を意味している。 

『これからの社会は考え方を変えなければいけないと思う』 

1．若者が自ら希望に基づき結婚し、子供を産み、育てる事ができるような社会をつくり、

男性が働き方を変え、育児に主体的に参画する一方で、女性が能力を活かして社会で活

躍できるようにする。 

2．結婚・出産は個人の自由が最優先されるべきであり、子育ては女性や母親だけの問題で

なく、男性も自らの問題として取り組まなければならない。 

 

『企業誘致』の問題 

1．「地方から大都市へ若者が 流 出
りゅうしゅつ

する『人の流れ』を変えること。そして『東京一極集

中』に歯止めをかける。 

2．日本の若年層を中心に地方から大都市への「地域間移動」が激しく、地方の人口減少の

最大の要因は若年層の流出ではないか。人口過密の大都市では、住居や子育て環境等か

ら出生率が低い。地方の方が生み育てやすい。 

3．この先、生産年齢人口は減少するので、女性や高齢者、海外人材が活躍できる社会づく



りの協力に取り組むことでないか。 

４．今回のコロナ禍の中でピンチをチャンスに変えられる、地方回帰の流れをつくる事も

できるのではないか。 

5．政治主導で地方から大都市への「人の流れ」を変える必要がある。しかしここ数十年は

生産年齢人口の減少は避けられない。我々地方自治体の行政も議員も、一つの方向性を

もって国に働きかけるべきであると思う。 

 

【議員間討議は重要である】 

しかしその前に、人口減少問題に知見のある講師の何人かの話を聞き、で

きれば質問もできるような機会を前段でとっていただきたい。 

地方の自治体に詳しい講師で今置かれている私達の課題を的確にとらえ

て、中長期的なまちの方向性を示し、これからのあるべき姿に向け、上越市

の政策を構築し定言するべきでないか。 

特別委員会の政務活動費 8 名分を、講演に使うべきである。講師招致も良

いが、コロナ禍での『オンラインセミナー』の実施であれば、中央のそれな

りの講師も可能であり、経費も安く上がり数回実施できると思う。 

令和 2 年 8 月 31 日 江口 修一 

 



人口減少対策特別委員会に臨むにあたって 

 

令和 2年 9月 1日 宮川 大樹 

 

本年 9 月 2 日に立ち上げる人口減少対策特別委員会に臨むにあたり所信を述べさせてい

ただきます。上越市のみならず日本の喫緊の課題に人口減少があります。日本の人口ピーク

が 2008 年に 1 億 2808 万人を記録してから右肩下がりとなり、2048 年には 1 億人を切ると

言われております。その間の 2025年には、「団塊の世代」が約 2,200万人を超えると予想さ

れており、国民の 4 人に 1 人が 75 歳以上という、超高齢化社会に突入し、医療や介護など

の社会保障費が増大し、ますます現役世代の負担が重くなることが懸念されています。 

併せて地方においても経済活動の減速や、地域の伝統的な行事やイベントの消滅など、地

域の活力を低下させる様々な障害を引き起こします。 

上越市においても合併から 15 年が経ち、今や自然減、社会減含めて、年間 2 千人ペース

で人口が減っており、ついに本年 19 万人を割り込み、20 年後には 15 万人台になる見通し

であるとされております。人口減少は生産年齢人口の減少にも直結し、市としても税収減に

つながり、持続可能な自治体を維持する為には最優先課題である事は周知の通りです。人口

減少に歯止めをかける為には、国県市が連携して対策を打つべき課題ではありますが、市独

自としても手をこまねいている訳には参りません。行政、議会のみならず町内会含めて全市

的に連携して対策を講じるべきと考えます。以上を踏まえて対策課題の私案を示します。 

 

1.コロナ禍を通じて進んだリモートワークの推進 

2.子供を生みやすい町〜不妊治療対策の強化 

3.子供を育てやすい町〜教育費や医療費免除の強化 

4.伝統文化の継承による郷土愛の創出〜高田城、日本一の雁木、日本有数の寺町郡、上杉

謙信公はじめとする郷土の偉人、日本海側有数のエネルギー拠点である直江津港、海の

幸・山の幸など美味しい自然の恵…これらを活かしたオンリーワンの町づくり。故郷愛

を育む教育は社会減対策にも通じる。 

5.魅力ある町、選ばれる町〜高校卒業後も残って頂ける、町の魅力、働き場の魅力を強化

すること。その為に昨年度から市で採用した移住定住コンシュルジュや地域おこし協力

隊、移住インフルエンサーを駆使した移住定住対策の強化。地場産業を支援して働き場

の環境向上を目指す。 

 

以上、政策課題として 5点を掲げましたが、今特別委員会は、全委員の政策課題を討議し、

知恵を絞り協力した中で政策を練り上げ、具現化する『実現力』が問われていると考えてお

ります。その覚悟で臨んで参ります。 



人口減少問題特別委員会への所感 

武藤 正信 

日本が先進国の中で直面している人口問題。 

終戦後日本では、ベビーブームによる急激な人口増加が起こりました。 

総人口は、１９６６年頃１億人を突破して、高度成長を支えました。その後も１９７１年

からの第二次ベビーブームなどにより人口増加を続け、２００８年に１億２８０８万人で

ピークを迎えます。そして、２００９年から人口減少が始まり、少子高齢化が非常に速い

スピードで進みました。 

 日本の人口問題は、生まれてくる子供の数より、亡くなる人の数が多い社会が引き起こ

す様様な問題の事です。 

  

今後の上越市の人口推計をみれば、２０年後には１５万５千人となる事が想定されます。 

人口減少は、生産年齢人口の減少でもあり、市としても税収減につながり、自治体を維持

できなくなり、市民生活に大きな影響を及ぼします。 

 このことから、対策の一環として以下の事を掲げます。 

１. 安心して結婚し、子どもを産み・育てられる環境の整備 

（子ども・子育て支援新制度、妊娠・出産包括支援事業） 

２. 総合的かつ体系的な若者雇用対策の充実 

３. 非正規雇用労働者の雇用安定・処遇改善 

４. 人口減少に応じた福祉のまちづくり（多世代交流・多機能型の生活サービス支援

の推進） 


